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独立行政法人の評価に関する一考察 
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条 1～4項（及び 34 条）
独立行政法人通則法第 32
条第 5項（及び 34 条） 
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○ 主務省評価委員会 → 独立行政法人業務に関する専門的視点および組織マネジメントの有効性の
評価 
































































































































法人の関係などが詳細に述べられている。８月 21 日に行われた第 27 回行政改革会議（集中審議 4 日目）にこれを基に独
立行政法人の制度設計についての議論が行われた。 
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２）橋本内閣退陣の後を受けて成立した小渕内閣では、平成 10 年 8 月の行革方針の中で、10 年間で国家公務員を 20％

















 ８）平成 13 年 4 月に 57 法人でスタートしたが、平成 17 年 4 月現在には、109 法人となっている。 
９）平成 16 年７月 23 日の総務省評価委員会において、田淵臨時委員より「ダブルチェックはいつまでも続けていかな
いといけないのか。年度評価という形であると量が多くなってくるということも踏まえて難しくなる。中期目標の評価で
あれば、理事長にも来てもらい、マネジメントの議論もできる」と発言している。また、平成 16 年 10 月 26 日の委員会
においても、同委員は、「執行の状況をチェックするのは、主務省評価委員会がやればよく、総務省委員会は、横断的な
視点で各大臣に勧告して欲しい」としている。  
 １０）平成 16 年 7 月 23 日の総務省評価委員会では、前記の田淵臨時委員の発言を受けて、「二次評価は、法律で決ま
っているためやっていくが、審議の重点は、時々の判断で、見直しの方針に軸足を移すということはあると思う」榎本調
査官は「まさに見直しを重点的にやっていこうということで、年度評価は補足的に行おうということ」と述べている。ま
た、平成 16 年 6 月 28 日の委員会で田村行政評価局長は「各府省の評価委員会と屋上屋を重ねないように機能分担もきち
んとしないといけない」と述べている。 
 １１）平成 17 年 5 月 13 日の総務省評価委員会で、黒田委員は、「我々も直接、独法を見ないとだめだろう。各独法と
のコンタクト、あるいはヒアリング、情報収集を引き続きやるべきである。」と述べている。 
１２）平成 17 年 7 月 11 日の総務省評価委員会において、丸島委員は、「中期目標を明確にしなさいという勧告はでき
ても、中期目標をこうしなさいとは言えない。委員会の限界を感じながら話しをしている。」と述べている。また 5 月 13
日の委員会でも岡本委員が「府省が設定する中期目標に対して委員会から直接的に発言する仕組みが存在していない」と
指摘している。 
 １３）平成 17 年 7 月 11 日の総務省評価委員会において、富田分科会会長は、「勧告の方向性に沿った形で中期目標が
設定されたかどうかをフォローアップしていく。その意味で中期目標に対する影響力を持っている」と述べている。 
 １４）平成 16 年 10 月 26 日の総務省評価委員会では、「主要な事務事業について、あえて定義はせずに、委員相互に判
断し、了解したもの、我々（総務省評価委員会）が指摘することが主要な事務事業になる」とされている。 
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 １５）平成 16 年 6 月 28 日の総務省評価委員会において、富田分科会会長は、「各独立行政法人がいろんな評価の視点
に照らして、ふさわしい評価作業をやっているかを我々がチェックしないといけない。厳密な意味での第三者評価にする
には二次評価の役割が重要である」また、同分科会会長は、平成 15 年 10 月 30 日の委員会において「主務省評価委員会
がスタンダードなのものを形成していくように、うまく評価ができるようになるまで、かなりお節介なこともやらざるを





 １７）平成 17 年 5 月 13 日の総務省評価委員会において、委員からの質問に答えて、若生評価監視官は「政策評価と独
立行政法人評価の関係については、問題意識として整理していない。政策の評価の部分と実施機関としての独立行政法人
の評価ということで、オーバーラップしてくることがある。これからの問題として勉強していきたい」と述べている。 
 １８）平成 17 年 5 月 13 日総務省評価委員会において、阿曽沼臨時委員は、「５年も６年も中期目標を金科玉条のごと
く守っていくだけでは、組織が発展したり改革できるはずもない。中期目標期間であっても、中間的な見直しについてど
こまで言えるのか議論して欲しい」と発言している。 
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